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独立行政法人勤労者退職金共済機構中期目標（案）概要

第１ 中期目標の期間

中期目標の期間は、平成１５年１０月から平成２０年３月までの４年６か月と

すること。

第２ 業務運営の効率化に関する事項

効率的かつ柔軟な組織・人員体制の確立、内部進行管理の充実、事務の効率的

な処理及び外部委託の推進により、効率的な業務運営体制の確立を図ること。

また、運営費交付金を充当して行う事業の経費全般及びそれ以外の事業の管理

的経費について、中期目標期間中において、新規追加及び拡充部分を除き、節減

すること（当該節減額については目標設定 。）

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

加入者の負担軽減、意思決定・業務処理の迅速化、情報提供の充実、加入者の

照会・要望等への適切な対応等のサービス向上を行うこと。

また、中小企業退職金共済制度への加入状況、財務内容等を勘案し、機構にお

いて新規加入者数の目標を定め、これを達成するため、加入促進対策を効果的に

実施すること。

第４ 財務内容の改善に関する事項

累積欠損金を承継した事業においては、収益改善・経費節減等に関する具体的

な計画を策定の上、累積欠損金の解消に向け、当該計画を着実に実行すること。

また、資産運用の健全性を確保するため、第三者による外部評価を徹底し、評

価結果を事後の資産運用に反映させるとともに、経済情勢の変動に迅速に対応で

きるよう、資産運用の結果その他の財務状況について、常時最新情報の把握に努

めること。

第５ その他業務運営に関する事項

積極的な情報の収集及び活用に努めること等。

（注）中期目標の内容は現時点におけるものであり、今後変更の可能性がある。
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独立行政法人勤労者退職金共済機構中期計画（素案）概要

第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

１ 効率的な業務運営体制の確立

・ 組織体制の整備・見直し、採用・研修・資格取得支援・人事交流を通じた

職員の資質向上

・ 業務の進捗状況を把握するための内部の会議の定期的な開催

・ 定期的な事務処理の見直し 個別の事務処理手続のオンライン化の推進 機、 （

構と建設業退職金共済事業に係る業務委託先とのオンラインの整備を平成１

６年度末までに図ること等）

・ システム開発業務の外注化

２ 業務運営の効率化に伴う経費節減

・ 中期目標で定める節減額の目標を見込んだ中期計画の予算の作成

第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置

１ サービスの向上

・ 諸手続や提出書類の合理化・電子化の検討・推進（諸手続用紙のダウンロ

ード使用を可能とすること等）

・ 契約審査、退職金給付審査等の各業務のマニュアル化の徹底及び事務処理

方法の見直し（文書決裁等の電子化の導入、決裁ルートの簡素化等）による

処理期間の短縮

・ ホームページ上における業務・財務情報の提供、加入者からの諸手続の方

法に関する照会・要望等に対する対応結果の公表等

２ 加入促進対策の効果的実施

・ 加入状況、財務内容、当該事業を取り巻く経済環境等を勘案した各共済事

業ごとの新規加入者数の目標設定

・ 当該目標を達成するための関係官公庁及び関係団体との連携

・ 加入促進強化月間の実施 等

第３ 財務内容の改善に関する事項

１ 累積欠損金の処理（一般の中小企業退職金共済事業及び林業退職金共済事業

関係）
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・ 共済事業への加入状況、資産運用環境の動向、経費節減の状況等を踏まえ

て、収益改善・経費節減等に関する計画を策定し、当該計画を着実に実行す

ること

・ 健全な資産運用を通じた運用収入の確保及び加入促進対策の効果的な実施

を通じた掛金収入の確保による収益改善（当該掛金収入額については目標設

定）

・ 経費節減を通じた業務経理への繰入額の削減（当該削減額については目標

設定）

２ 健全な資産運用等

・ 目標、基本ポートフォリオ等を定めた資産運用の基本方針に基づき、安全

かつ効率を基本として実施すること

・ 外部の専門家から基本方針に沿った資産運用が行われているかを中心に運

用実績の評価を受け、評価結果を事後の資産運用に反映させること

・ 厚生労働省に対する資産運用結果その他の財務状況の適宜の情報提供（各

共済事業の予定運用利回り関係）

第４ その他業務運営に関する事項

１ 積極的な情報の収集及び活用

・ 関係団体の有識者から機構の業務運営に対する意見・要望等を聴取する場

の設定

・ 共済事業に対する要望・意見等の調査とその結果の制度運営への反映

２ 建設業退職金共済事業の適正化

・ 実態調査の実施等

・ 就労日数に応じた掛金の納付確保等のための改善策の実施

・ 新たな掛金納付方式の検討

（注）中期計画の内容は現時点におけるものであり、今後変更の可能性がある。


